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平成 2６年度 事務事業評価の結果について 

 

１ 事務事業評価の目的 

  昨今の厳しい財政状況の中、本市においても廃止や縮減を含めた事務事業の見直しが

強く求められており、各事務事業について、実施目的や方法、費用対効果を検証し、課

題を整理することで、効果的・効率的な見直しを図るため、事務事業評価を実施します。 

 

２ 事務事業評価の対象事業 

次の⑴から⑹までの条件をすべて満たす事務事業の中から、１１事業を選定し、平成

２５年度の実施内容を評価（事後評価）しました。 

⑴ 施策指標（施策目標）に係る事業 

⑵ 施策を構成する事業のうち、重点事業及び施策に対する影響度が高い事業 

⑶ 「稲沢市における当面の課題事業」に関連する事業 

⑷ 市単独事業（国等の補助事業に市独自で上乗せしている事業を含む） 

⑸ 継続して実施している事業 

⑹ 次に掲げる事業は対象外とします。 

 ア 国の法令や県の条例などに定められた義務的な事務事業であり、市に裁量の余地

がないもの（例：児童手当） 

イ 当該年度（平成２５年度）に予算がないもの 

ウ 当該年度に完了又は翌年度（平成２６年度）に完了見込のもの 

エ 平成２５年度に外部評価を実施した課（秘書広報課、地域振興課、福祉課、環境

保全課、資源対策課、消防本部総務課）の事業 

 

３ 事務事業評価の結果 

〔総合評価〕 

事務事業の妥当性、有効性及び効率性の観点等から総合評価（「Ａ」～「Ｄ」）を決定

します。 

なお、評価区分の定義及び区分毎の事業数（全１１事業）については、下記のとおり

です（事務事業毎の評価結果については、裏面「評価結果一覧」を参照）。 

 

評価区分 定 義 事業数 

Ａ 計画どおり事業を進めることが適当である ５事業 

Ｂ 事業の進め方などに改善が必要である ６事業 

Ｃ 
事業規模・内容・実施主体の見直し、又は事業の統合の検

討が必要である 
０事業 

Ｄ 事業の廃止・休止の検討が必要である ０事業 

 

資料５ 
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〔評価結果一覧〕 

Ｂ

Ｂ

スポーツ

総務課

Ａ

いなッピー活動事業

常設展開催事業

自主防災会活動資機材交付事業

3-4

4-5

保健センター

事業
番号

事務事業名

高齢介護課

担当課

Ａ

母子健康診査事業

介護予防事業

危機管理課

総合
評価

10

1-1

1-5

施策
番号

施策名

4

高齢者福祉

6

1

2

8

2-6

商工観光課観光

防犯・交通安全 2-8

4-4

7

防災

職員研修事業組織改革戦略

農務課

人事課

農業

5

3

9

土木課

Ｂ

Ａ

交通安全施設整備事業

いなざわ植木まつり事業

3-6

文化

Ｂ

Ｂ

Ｂ

スポーツ課 スポーツ大会運営委託事業

5-2

交通安全対策事業

Ａ

健康

【評価区分】
「Ａ」：計画どおり事業を進めることが適当である

「Ｂ」：事業の進め方などに改善が必要である
「Ｃ」：事業規模・内容・実施主体の見直し、又は事業の統合の検討が必要である

「Ｄ」：事業の廃止・休止の検討が必要である

美術館

生涯学習課 Ａ文化財保護事業

11

 

 



平成２６年度　事務事業評価一覧

9 A

　妊婦・乳児健診について
は、全県で統一した妊娠期・
乳児期に必要な健診回数
及び内容で実施しており、Ｐ
Ｒについても事業ごとに周知
しているため、市民に浸透し
てきている。
　しかし、乳児健診の２回目
の受診率は62％と低い状況
にある。

効
率
性

総合
評価

改革・改善の方針総合コメント

改革・改善の方針

改革・改善計画

今後の実行計画これまでの取組状況事業の
方向性

投入する
コスト

　妊婦健診及び乳児健
診の受診率の向上を図
るため、初妊婦教室や
ママパパ教室等の各種
教室において、健診の
必要性を伝えていく。

内部評価事務事業の概要 コスト（単位：千円）

24年度
（決算）

25年度
（決算見

込）

26年度
（予算）

現況と課題
27年度
（概算）

131,125 134,065

上位施策

事業の概要 事業の目的

事務事業名
妥
当
性

有
効
性

　妊婦・乳児健診につい
ては、厚生労働省から
「妊婦健診の公費負担
の拡大」が求められ、健
診必要回数14回のう
ち、平成20年度からは５
回、平成21年度からは
14回を公費負担で実施
している。その検査内容
についても県内で統一
し、市民への周知に努め
てきた。

番号
事業
番号

所管

部 課 施策目標
施策
番号

施策名

維持 維持

　乳児健診の受診率の
向上を図るため、対象
者に周知徹底していくこ
とが必要である。

138,187 6 91 事26-1 福祉保健部 保健センター

　妊婦・乳児健診に
ついては、平成９年
度に県から事業を委
譲される形で開始。
平成19年１月16日
付けの厚生労働省
からの通知より、「妊
婦検診の公費負担
の拡大」が求められ、
健診必要回数14回
のうち、平成20年度
からは５回、平成21
年度からは14回を公
費負担で実施してい
る。
　また、乳幼児健診
においては、４カ月児
健診、１歳６カ月児
健診、３歳児健診を
集団健診で実施して
いる。

安心して妊娠、出
産、子育てができる
市民の増加

１－１ 健康

すべての
市民が、
いきいきと
健康に暮
らせる活
力ある社
会を目指
します。

母子健康
診査事業

　妊娠中の健診結果
では、９割以上に何
らかの異常があるた
め、妊娠中の指導の
強化が必要である。
　乳児健診の２回目
の受診率が、62％と
低い現状にあるた
め、保護者に対して
健診の必要性を伝え
る必要がある。
　乳幼児健診の未受
診率が４～５％ある
ため、訪問や電話等
で状況を確認し、母
子双方の健康状態
等を把握する必要が
ある。

138,381

　災害から人命や財産
等を守り、各地区の防災
設備等の整備を図る本
補助制度を充実させる
とともに、市内全域への
避難勧告等の情報を一
斉伝達する手段の整備
との相互連携を図り、情
報交換を行うことのでき
る体制づくりを整備し、
安心・安全に暮らせる地
域づくりを図る。

A

　大規模災害が発生した場
合、行政のみでの災害対応
には自ずと限界が生じる。こ
のような状況下では、地域
住民で組織している自主防
災組織による防災活動が重
要となる。
　防災活動に必要な施設や
設備の充実を図り、災害時
の備えや日頃の訓練に役立
てることは、市の災害対応の
強化に繋がる。

維持 維持

　災害時に各地域で対
処できる体制づくりが必
要であるため、市内全域
に整備できるよう、整備
基準の設定や補助金額
等を見直し、各地区の
消防・防災力の強化を
図る。

　各地域の消防・防災
力を高めるため、本補助
制度を周知し､各地区の
施設や設備の充実を図
ることで、各地区の自主
防災組織の育成に努め
てきた。

2,806 2,729 2,729 6 9 9

災害に強
く、市民の
防災意識
が高いま
ちを目指
します。

自主防災
会活動資
機材交付

事業

　自主防災会が消
防・防災に使用する
施設・設備を設置・
購入するとき、その
費用の一部を補助
金として交付する。

　自主防災会が消
防・防災に使用する
施設・設備の強化を
促すことで、住民の
福祉に寄与すること
を目的とする。

　稲沢市消防施設
等補助金の申請件
数は微増しており、そ
の理由としては、「市
民の防災意識が高
まっていること」が考
えられる。

2,471

　平成27年度に事業の
根拠法令である介護保
険法が改正されるため、
国が示すガイドラインに
添って実行計画を検討
する。

3 事26-3 総務部 危機管理課 ２－６ 防災

B

　事業に対する市民ニーズ
の高さから、平成26年度ま
では活動内容等の見直しを
図りつつ、計画通り事業を進
めることが適当であると考え
るが、平成27年度に事業の
根拠法令である介護保険法
が改正されることにより、その
改正内容に従って、事業の
進め方等の見直しを図る必
要がある。

維持 維持

　高齢者が住み慣れた
地域でいきいきと暮らせ
るよう、事業内容の一層
の充実を図る。
　また、継続参加者に対
するフォローアップ体制
の強化、新規参加者を
増やすためのＰＲや勧
奨、参加したくても移動
手段がなく会場に来られ
ない方への訪問指導の
充実や会場への送迎に
ついて検討していく。

　高齢者が要介護状態
等になることを予防し、
活動的で生きがいのあ
る生活を送るため、一般
高齢者に対しては、対象
者向けの教室や講座に
おいて介護予防と健康
意識の高揚を図るととも
に、二次予防事業として
運動器の機能向上を目
指す体操教室や機能訓
練教室、低栄養状態改
善のための栄養改善教
室、口腔機能向上を図
る口腔ケア教室、認知
症予防のセルフケアを
学ぶ認知症予防教室等
の指導を実践してきた。

36,962 41,070 41,700 6 8 6

高齢者が
地域で活
躍し、生き
がいを
持って暮
らせるとと
もに、適切
なサービ
スを受けら
れる社会
を目指し
ます。

介護予防
事業

　「要介護状態等に
なるおそれの高い状
態にある」と認められ
る65歳以上の高齢
者（二次予防事業対
象者）及び一般高齢
者に対して、運動・栄
養・口腔・認知症予
防等の介護予防に
資する専門的指導を
行う。

　介護予防に係る専
門的な指導を受ける
ことにより、高齢者自
らが介護予防に取り
組み、要介護状態又
は要支援状態になる
ことを予防するととも
に、活動的で生きが
いのある生活・人生
を送ることに資する。

　介護予防事業を開
始して８年が経過し
ており、事業内容は
市民に浸透しつつあ
る。事業に対する市
民ニーズは高い一方
で、「継続参加者が
多い」という参加者の
偏りや、「参加したく
ても移動手段がな
く、会場に来られない
方がいる」等の課題
がある。

28,8372 事26-2 福祉保健部 高齢介護課 １－５
高齢者
福祉
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平成２６年度　事務事業評価一覧

効
率
性

総合
評価

改革・改善の方針総合コメント

改革・改善の方針

改革・改善計画

今後の実行計画これまでの取組状況事業の
方向性

投入する
コスト

内部評価事務事業の概要 コスト（単位：千円）

24年度
（決算）

25年度
（決算見

込）

26年度
（予算）

現況と課題
27年度
（概算）

上位施策

事業の概要 事業の目的

事務事業名
妥
当
性

有
効
性

番号
事業
番号

所管

部 課 施策目標
施策
番号

施策名

　既存の催しに替わる新
たな催しを企画・実施す
ることで、植木まつりへの
来場者数、植木・苗木
等の売上金額の増加を
目指す。
　運営方式については、
現行の市と稲沢市植木
生産振興会との共催か
ら実行委員会方式へシ
フトすることを検討する。

B

　「いなざわ植木まつり」につ
いては一定の成果を上げて
おり、来場者数も毎年増加
傾向にある。市内外からの
来場者に、稲沢市の植木を
購入していただくことで、「植
木・苗木・盆栽の産地　いな
ざわ」を広くＰＲし、「いなざわ
ブランド」の振興に貢献して
いる。
　その一方で、売上金額や
出店者数の減少が課題と
なっており、事業の実行委員
会方式へのシフトを含めて、
運営方法の改善が必要であ
る。

方法
改善

維持

　事業に投入するコスト
は維持するが、事業の
方向性については、実
行委員会方式へのシフト
を含めた運営方法の改
善が必要である。

　毎年スタンプラリーやク
イズラリー等の催しも実
施し、植木まつりへの集
客に努めている。

5,482 6,418 6,545 5 7 7

農産物の
市場競争
力を高め
るととも
に、後継
者の育つ
魅力ある
農業を確
立します。

いなざわ植
木まつり事

業

　市内の植木生産者
が良質な植木、苗
木、盆栽を安く消費
者に提供することに
より、人々の緑に対
する愛着と認識を高
め、緑を活用した生
活づくりや地域づくり
の形成を図るため、
稲沢市植木生産振
興会との共催で、毎
年４月下旬に国府宮
参道にて「いなざわ
植木まつり」を開催し
ている。

　本市の植木生産者
が良質な植木、苗
木、盆栽を安く消費
者に提供することに
より、「植木・苗木・盆
栽の産地　いなざ
わ」を広くＰＲし、「い
なざわブランド」の振
興を図る。

　毎年、市内外から
多数の来場者を迎え
ており、まつり自体は
盛況であるが、一方
で植木・苗木の出店
者数は年々減少して
いるため、出店者の
確保が課題となって
いる。

6,8096 事26-6 経済環境部 農務課 ３－４ 農業

　市民が安心して通行で
きる道路網を構築する
ため、効率的な交通安
全施設の配置等につい
て、検討を続けていく必
要がある。

A

　交通事故には多種多様な
発生要因があり、短期的に
は事業の効果を数値として
把握することは困難である
が、危険箇所に適切な交通
安全施設を設置することは、
交通安全の向上に寄与する
ことから、今後も進めていく
必要がある。

維持 維持

　危険箇所の把握に努
めるとともに、交通事故
の起こりやすい状況等を
勘案し、交通安全施設
の設置箇所の選定を
行っていく。

　各地域からの要望及
び現地踏査から危険箇
所を把握し、適切な交
通安全施設の設置を
行ってきた。

48,581 97,750 58,000 6 9 9

犯罪や事
故に対す
る不安を
感じること
なく、安心
して暮らせ
るまちを目
指します。

交通安全
施設整備

事業

　交差点における視
認性の向上と通行者
への注意喚起を図る
ため、カーブミラー、
区画線及び交通安
全灯等を設置すると
ともに、必要な箇所
に防護柵を設置し、
交通安全の向上を
目指す。

　交通安全施設を整
備することによって、
交通の円滑化を図
り、併せて交通安全
と交通事故の防止を
図る。

　市内には市道が
1,041㎞、交差点が
15,430箇所あるた
め、市内全域につい
て交通安全対策を
行うには、相当な費
用が必要になると考
えられる。また、交通
安全対策に対する
ニーズは高いと思わ
れるが、カーブミラー
や交通安全灯の設
置に対して、付近の
住民からの理解が得
られない場合もあ
る。

46,729

　年４回の年金支給日
に合わせて、稲沢防犯
協会連合会が高齢者を
対象にした「振り込め詐
欺等の防止」等の啓発
活動を三菱東京UFJ銀
行等で実施しているが、
その期間に併せて、高
齢者に対し反射材等を
配付し、交通安全に対
する啓発活動を実施す
る。また、高齢者が集ま
る施設や老人クラブのイ
ベントに合わせて、チラ
シ等の配付や稲沢警察
による交通安全講話を
実施していく。

5 事26-5 建設部 土木課 ２－８
防犯・
交通安

全

B

　現在、幼児及び小学生に
対して交通安全教室を実施
し、高齢者に対しては高齢
者交通安全セミナーを実施
しており、また年４回（春・夏・
秋・年末）の交通安全運動
を広報にてＰＲし、期間中は
庁内放送（10日間実施）に
よって来庁者や市職員に対
する啓発を行っている。ま
た、交通事故ゼロの日（毎月
10・20・30日）には、広報車
や交差点での市職員（管理
職及び主査）による啓発活
動を行うなど、交通安全意
識の向上を図っている。
　しかし、依然として高齢者
の交通死亡事故者数は平
成24年度が５人、平成25年
度が４人（高齢者以外を含
むと５

市民協
働・民
間委託

維持

　県下の交通死亡事故
発生状況を年齢別に見
ると、高齢者の割合が平
成24年度は52.3％、平
成25年度は53.9％と全
体の過半数を占めてい
るため、今後、高齢者を
対象とした交通安全に
係る啓発事業を改善さ
せていく方針である。

　幼児に対しては、カン
ガルークラブ定例会の
中で、各保育園（全11
園）にて交通安全に係る
啓発活動を実施し、小
学校（全23校）に対して
は、交通指導員・婦人
交通指導員・市職員・
稲沢警察・教職員・PTA
と共同で、交通安全教
室（自転車の正しい乗り
方等）を実施している。
また、高齢者に対して
は、年１回、交通安全セ
ミナーを実施し、警察に
よる交通安全講話や
DVDを使用した交通安
全教室等を実施してい
る。

10,720 9,635 9,504 4 8 7

犯罪や事
故に対す
る不安を
感じること
なく、安心
して暮らせ
るまちを目
指します。

交通安全
対策事業

　稲沢市における交
通安全意識の向上
を図るため、交通安
全教室の開催や交
通安全市民運動等
の啓発活動を行う。

　交通安全教室等の
啓発活動を行うこと
により、市民の交通
安全に対する意識を
高め、市内の交通事
故発生件数の減少
を図る。

　市内における交通
死亡事故発生件数
０件を目指して各種
啓発活動等を行って
いるが、市内の交通
事故死亡者に対する
高齢者（65歳以上）
の割合が非常に高い
現状にある。

10,7224 事26-4 総務部 総務課 ２－８
防犯・
交通安

全

4



平成２６年度　事務事業評価一覧
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効
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番号
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　平成26年度について
は、スポーツ大会に新た
な競技を増やすことはで
きなかったが、平成27
年度にはハンドボール競
技を開催することを目標
にしている。
　また、各競技種目の細
分化についても、参加者
の動向を参考にして進
めていく。

　これまでの事業運営につい
ては、概ね順調に推移して
きているが、競技スポーツ及
びレクリエーションスポーツと
もに、競技人口が停滞傾向
にある。
　生涯スポーツとして楽しめ
るレクリエーションスポーツの
振興を柱として、心身ともに
健康増進を目的としたス
ポーツを、広く手軽に楽しめ
る環境づくりが求められてお
り、それらの啓発・育成が重
要な課題となっている。

方法
改善

維持

 事業のマンネリ化を打
破し、魅力あるスポーツ
大会を開催することに
よって、生涯スポーツの
普及・振興に努める。

B

　より多くのかたがスポー
ツ大会に参加できるよ
う、競技数の拡大や、年
齢・競技レベル等による
制限を設けて種目の細
分化を図っている。平成
25年度については、市
民体育大会に新たな競
技としてボウリング競技
を実施した。
　また、競技役員として
の参加者について、若い
かたを中心に勧誘してい
る。

17,966 18,876 19,276 5 8 8

各種ス
ポーツを
通じて、健
全な体
位・体力
の向上を
図り、有能
な指導者
の養成に
努め、一
人でも多く
の市民が
楽しくス
ポーツが
できるよう
普及拡大
に努める。

スポーツ大
会運営委
託事業

  ５つの大会（市民体
育大会、シティーマ
ラソン、スポーツ・レ
クリエーション大会、
青年体育大会、愛
知駅伝）の運営につ
いて、稲沢市体育協
会に委託して実施
し、スポーツ活動の
普及・拡大を目指
す。

  各種スポーツを通
じて健全な体位・体
力の向上を図り、人
間性豊かな市民づく
りを目指すとともに、
有能な指導者の育
成に努める。また、ス
ポーツグループづくり
の推進や、１人でも
多くの市民が楽しくス
ポーツができるよう、
スポーツ活動の普
及・拡大に努める。

  健康増進や生きが
いづくりのため、ス
ポーツへの市民の参
加意欲は十分内在
化しているが、競技
団体役員の高齢化
や事業のマンネリ化
等により、スポーツ大
会への参加人数は
停滞している。より魅
力的な大会が実施
できるよう、若い人材
の確保や大会内容
を創意工夫すること
が必要である。

17,794

　常設展示について、観
覧客に「いつ来館しても
同じ内容である」という印
象を与えないよう、より
良い作品の鑑賞機会の
提供に努めていく。

10 事26-10 教育委員会 スポーツ課 ４－５
スポー
ツ交流
の推進

A

　平成25年度は荻須高徳の
大作・代表作である「パリの
屋根、人と街灯」を購入し、
特別展の開会に合わせて、
10月25日から常設展示室
で展示を開始している。新聞
報道で取り上げられ、市内
外にもアピールできたため、
常設展入場者数及び印刷
物販売収入の増加の繋がっ
た。
　市民から「常設展示がいつ
も同じ」との指摘もあるため、
今後も作品の収集をに努
め、常設展の充実を図る必
要がある。

維持 維持

　作品の収集によって常
設展の魅力を高めるとと
もに、特別展との共通観
覧券を使用することによ
り、観覧客を常設展に呼
び込む。

　寄託及び寄贈を受け
た作品について、常設
展示室で披露し、常設
展の魅力を高めてきた。
その際には広報等で周
知することで、美術館に
新しい魅力が加わったこ
とをアピールしている。

5,926 5,960 5,960 6 9 9

歴史的･
文化的資
源を継承
するととも
に、芸術
文化活動
が盛んな
地域を目
指します。

常設展開
催事業

　稲沢市出身の洋画
家、荻須高徳の功績
を顕彰する記念館と
して、荻須作品の鑑
賞機会を提供する。

　稲沢市出身の洋画
家、荻須高徳の功績
を顕彰する記念館と
して、荻須作品の鑑
賞機会を提供し、「い
なざわ」の芸術文化
活動の振興に資す
る。

　荻須高徳の功績を
顕彰する美術館とし
て、荻須作品を多く
鑑賞したいという要
望に対し、現在所有
している油彩画は32
点と決して多いとは
言えない状況にあ
る。また、市民から
「常設展示がいつも
同じ」との指摘もある
ため、作品の収集に
努め、常設展の観覧
者数の増加を図る必
要がある。

5,501

　重要文化財を国宝に、
県指定文化財を重要文
化財に、市指定文化財
を県指定文化財に格上
げされるよう候補物件を
厳選し、文化庁や県教
育委員会文化財保護室
の担当者、各専門分野
の有識者に働きかけて
いく。

9 事26-9 教育委員会 美術館 ４－４ 文化

A

　文化財を保護し活用する
ことは、現代に生きる人間に
とって健康で文化的な生活
を送るために重要であり、終
わりのない施策である。
　課題としては、建造物や天
然記念物など屋外にある文
化財を除けば、常時公開さ
れている文化財はなく、一般
市民に十分周知されていな
いため、その周知方法に工
夫が必要である。

拡大 維持

　国・県・市指定文化財
の件数が増加するよう
積極的に推し進め、新た
に指定された文化財をＰ
Ｒし、市民に市内文化財
を知っていただく。

　平成25年度は、市指
定文化財を新たに２件
（彫刻３躯）追加した。ま
た、現地での文化財公
開を１回、埋蔵文化財
の展覧会を１回、その他
講演会を１回、講座を２
講座実施し、市内文化
財の保護及び活用に努
めた。

1,562 1,652 1,652 6 9 9

歴史的･
文化的資
源を継承
するととも
に、芸術
文化活動
が盛んな
地域を目
指します。

文化財保
護事業

　文化財の保存と活
用を図っており、前
者では文化財保存
修理事業、埋蔵文
化財発掘調査、文
化財の新指定など、
後者では文化財講
演会、文化財関係
講座、文化財展、文
化財公開デー、文化
財愛護少年団などの
事業を行っている。

　指定・未指定文化
財を後世に保存し、
文化財を市民にＰＲ
して、先祖が残した
文化的財産を市民
に還元する。

　市内には国指定文
化財24件、県指定
文化財34件、市指
定文化財134件のほ
か、未指定文化財が
多数存在している
が、建造物や天然記
念物など屋外にある
ものを除けば、常時
公開されているもの
はなく、その存在自
体が一般市民に十
分周知されていな
い。

1,607

　市内の園児や児童が
「いなッピー」を目にする
ことができる環境を整
え、また、市内公共施設
を中心として、「いなッ
ピー」のデザインを随所
に使用できるよう、関係
課等に働きかけていく。
また、イベント出演に係
る職員の対応方法につ
いて検討していく必要が
ある。

8 事26-8 教育委員会 生涯学習課 ４－４ 文化

B

　いなッピーによる稲沢市の
ＰＲ活動については、最終的
には市への来訪者や、市の
特産品等の販売収入を増
やして、経済を活性化させて
いくことが目的である。そのた
め、来訪時に対応できるよ
う、「いなッピーグッズ」の充
実や、いなッピーに親しんで
もらえる受入体制の整備が
求められる。

方法
改善

維持

　現在の「いなッピー」の
活動内容としては、市内
外のイベントへの出演に
重点が置かれているが、
いなッピーを市内外の随
所に掲示するなど、市の
マスコットキャラクターと
して永続的に活動できる
ようにしていく。

　いなッピーは稲沢市の
マスコットキャラクターと
して平成19年度に誕生
し、グッズの作成・販売
や市内外イベントへの出
演、着ぐるみの貸し出し
等を行ってきた。

10,134 14,778 9,979 5 9 7

市外から
多くの人が
観光に訪
れ、にぎわ
うまちを目
指します。

いなッピー
活動事業

　稲沢市マスコット
キャラクター「いなッ
ピー」のデザイン及び
呼称の申請・承認、
着ぐるみ等の作成、
着ぐるみの貸し出し、
市内外イベントへの
出演。

　平成20年に市制
50周年を迎えるにあ
たり、記念事業の啓
発・宣伝や、稲沢市
をより多くの方にＰＲ
することを発端として
「いなッピー」が誕生
し、以降市のＰＲを目
的として活動してい
る。

　いなッピーの認知
度は高まっており、
様々な事業やイベン
トに参加して、ダンス
等を披露している。
今後、アクターとして
の職員の後継者を見
つけていくのか、マス
コットキャラクターとし
ての活用方法を見直
していくのか、その対
応が課題である。

9,6317 事26-7 経済環境部 商工観光課 ３－６ 観光
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　研修受講者に対して
受講アンケートを実施
し、研修内容の改善を
図ってきた。

　住民アンケート等を実
施することにより、職員
の品位と識見を数値化
するとともに、継続的に
研修の効果及び成果を
把握する仕組みについ
て検討していく。

5 B

　地方公務員法の基本理念
からすれば、研修事業は必
要不可欠な事業であるが、
現状として研修の十分な効
果測定が行えていない。
　今後は住民アンケートを行
うなど、研修の効果の見える
化に取り組み、研修内容の
点検や見直しを、さらに進め
ていく必要がある。

方法
改善

維持

横断的、
迅速的か
つ的確に
対応でき
る体制づく
り、職員の
意識改革
と能力開
発を進め
ます。ま
た、情報
通信技術
や民間活
力の活用
などによる
業務効率
化を進
め、職員
数の適正
化に努め
ます。

職員研修
事業

　職員が現在在職し
ている、又は将来就
くことが予想される職
務の遂行と密接な関
係がある知識・技能
等について、合理的
な基準に基づき、す
べての職員に研修の
機会を与えるよう計
画し、実施する。具
体的には研修計画に
基づき、一般研修
（新規採用職員研修
〔前期〕、監督者研
修等）、職場研修及
び派遣研修（自治大
学校、尾張五市二
町研修協議会等）を
行っている。

　市民全体の奉仕者
として相応しい品位と
識見を備えた能率的
な職員の養成を図る
ことで、市行政の円
滑な運営に資するこ
とを目的とする。

　地方公共団体の能
率性の維持・増進を
目的として、地方公
務員法の基本理念
の１つに、第15条に
規定する能力主義
があり、その理念に
基づき、これまで職
員１人１人の資質の
向上を図ってきた。
市財政の一層の効
率化や少数精鋭主
義の徹底、さらに、社
会経済及び国民生
活が複雑・多様化し
ている昨今の社会情
勢に対応するため、
これまで以上に職員
の能力向上が必要
になってきている。

3 5

　より効果的な研修の実
施に向けて、研修の効
果及び成果を把握する
仕組みを構築していく必
要がある。また、研修の
受講者や住民に対する
効果測定を行い、その
結果を次年度以降の研
修に活用していく。

20,817 18,858 19,904 19,90411 事26-11 市長公室 人事課 ５－２
組織改
革戦略
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